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第１次勧告 第１次要綱

これまでの取組み状況及び今後の予定

＜第66回　政府委員会資料（平成20年11月19日）又は第68
回　政府委員会資料（同年12月2日）から転記＞

【幼保一元化・子ども】
○ 認定こども園制度については、当面、認
定等に係る事務手続や会計処理が複雑で
あるなどの課題に対する抜本的な運用改
善方策について平成20 年度中に実施に着
手する。あわせて、制度の一本化に向けた
制度改革につい平成20 年度中に結論を得
る。

（ａ）

〔取組み状況〕

平成２１年３月３１日までに、５回にわたり、「認定こども
園制度の在り方に関する検討会」を実施、論点の主な
内容は以下のとおり。（平成21年3月25日第78回分権改
革推進委員会厚労省提出資料より）

１．認定こども園制度の改革の方向
・平成２０年度補正予算及び２１年度予算案において、
認定こども園に対する幼稚園・保育所の枠組みを超え
た総合的な財政支援制度を創設。
・新たな財政措置について補助要綱等の補助制度を一
本化。また、従来の財政措置（私学助成、保育所負担
金等）もあわせて「こども交付金」として制度化し、申請・
執行手続きの一本化を促進。
・「認定こども園制度の在り方に関する検討会」におい
て、認定こども園のあり方について平成２１年３月に報
告書がまとめられた。
・認定手続きの簡素化に向けて、平成２１年３月「認定
申請手続き等に関する事務マニュアル」が厚生労働省・
文部科学省幼保連携推進室により作成された。
・窓口の一本化、書類重複、監査重複、会計処理の複
雑化など運用面の課題について、改善が可能なものに
ついては、具体的な改善内容等とその工程表を作成。
・平成２２年度までに新たに財政措置を活用して緊急整
備を図ることにより、２３年度には認定件数が2,000ヵ所
になることを目指し、必要な見直しを早急に実施。

２．就学前教育・保育をめぐる今後の課題
・子どもにとって質の高い教育・保育や子育て支援を保
障することが重要であり、地域の実情に応じて必要な教
育・子育て支援の機能が総合的に提供されるよう、その
在り方について検討。
・就学前教育・保育に関する制度の在り方については、
新しい幼稚園教育要領や保育所保育指針に基づく取
組や、認定こども園における取組状況等を検証した上
で検討。

３．就学前教育・保育の今後のスケジュール
・工程表に沿った二重行政解消等の運用改善の確実な
実施。
・見直しに関する進捗状況等のフォローアップの実施。
・上記検討会での方向性を踏まえ、具体的な制度改革
の検討を実施。
・認定こども園法附則に規定している施行後５年経過時
の必要な見直しについて、保育制度改革に係る検討に
あわせて、必要な見直しを実施。

福祉

○ 認定こども園制度については、当
面、認定等に係る事務手続や会計処
理が複雑であるなどの課題に対する
抜本的な運用改善方策について平
成20 年度中に実施に着手する。あ
わせて、認定こども園制度の一本化
に向けた制度改革について平成20
年度中に結論を得る。

　〔これまでの取組み〕
・ 認定こども園の推進については、「教育振興基本計画」
（平成20 年７月１日閣議決定）において制度の普及啓発や
運用改善を行うことを明記しているとともに、「経済財政改
革の基本方針2008」（平成20 年６月27 日閣議決定）や本年
７月末に取りまとめられた「５つの安心プラン」において、「こ
ども交付金」の創設や認定こども園の制度改革に向けた検
討を行うことが盛り込まれた。
・ これらを受け、本年７月末には、文部科学省及び厚生労
働省における両省局長級の検討会において、具体的な運
用改善方策等を取りまとめるとともに、平成21 年度概算要
求において、認定こども園に対する幼稚園・保育所の枠組
みを超えた新たな支援として、事業費や施設整備費等の補
助金について文部科学省及び厚生労働省で共同して要求
したところ。
・ 本年10 月には、認定こども園の制度改革について検討を
行うため、内閣府特命担当大臣（少子化対策）、文部科学
大臣、厚生労働大臣の３大臣合意により「認定こども園制
度の在り方に関する検討会」を立ち上げた。
　〔今後の予定〕
・ 本年７月末に文部科学省及び厚生労働省で取りまとめた
具体的な運用改善方策等に取り組むとともに、「認定こども
園制度の在り方に関する検討会」において、20 年度中に認
定こども園の制度改革についての結論を得るべく議論を進
めていく。
（厚生労働省・文部科学省）

× 全国市長会

　参考資料１



　〔これまでの取組み〕
○平成１９年１２月にまとめられた「『子どもと家族を応援す
る日本』重点戦略」等に基づき、現在、社会保障審議会少
子化対策特別部会において、次世代育成支援のための新
たな制度体系の設計について、議論を行っている。
　〔今後の予定〕
○引き続き、年内に結論を得るべく、議論を進めていく。
（厚生労働省）

福祉

○保育所について、「保育に欠ける」
という入所要件の見直し、保護者と
保育サービス提供者との直接契約
方式について、包括的な次世代育成
支援の枠組みを構築していく中で総
合的な検討を行い、平成２０年中に
結論を得る。

〔取組み状況〕

平成21年2月24日に左記特別部会を実施、第1次報告
において示された「今後の保育制度の姿」は以下のとお
り。（平成21年3月25日第78回分権改革推進委員会厚
労省提出資料より）

１．保育の必要性等の判断
①基本的仕組み
・市町村が保育の必要性・量、優先的に利用確保され
るべき子ども（母子家庭・虐待等）について、受入保育
所の決定とは独立して判断を実施。※保育所には、応
諾義務と優先受入義務を課す。
②判断基準の設定
・保育対象範囲等の基本事項については、国が基準を
設定。（地域の実情を加味することも可）
③判断基準の内容
・パートタイムや専業主婦家庭等、幅広く必要性を認
定。
④保障上限量
・利用者ごとに、保障上限量（時間）を月単位で判断。
⑤優先的に利用確保されるべき子どものための仕組み
・市町村が優先判断した子どもについては、保育所に
優先受入義務を課す。
⑥「欠ける」という用語の見直し
・「保育を必要とする」など、ふさわしいものに見直す。

２．保育の提供の仕組み
①利用保障の基本的仕組み
・市町村に、公的保育が着実に保障されるための実施
責務を法制度上課す。
②利用方式
・市町村が公的責任を果たす３者の枠組みの中で、利
用者が保育所と公的保育契約を締結。
③利用者の手続負担や保育所の事務負担に対する配
慮
・利用者の申込手続きや事業者の募集・選考等の円
滑・公平な実施のための仕組みを検討。

（※その実現には財源確保が不可欠であることに留意
が必要）

【幼保一元化・子ども】
○保育所について、「保育に欠ける」入所要
件の見直し、直接契約方式の採用等につ
いての総合的な検討に着手し、平成２０年
度中に結論を得る。

福祉

〔取組み状況〕

（平成21年3月25日第78回分権改革推進委員会厚労省
提出資料より）

１．平成２０年度における推進方策
・放課後子ども教室との連携事例及び一体的実施事例
を掲載した「放課後児童クラブ実践事例集」を作成・配
布。
・両事業を一体的に実施している自治体の具体的な実
態に関する調査の企画及び設計を実施。
・両事業を一体的又は連携して実施している事例を収
めたデータベースの作成。
・普通教室として使用しなくなった教室の「放課後子ども
プラン」への活用について両省連名通知。

２．平成２１年度における対応
・両事業を一体的に実施している自治体の具体的な実
態に関する調査を実施。
・「放課後子どもプラン推進アドバイザー」を市町村に派
遣し、放課後児童クラブと放課後子ども教室の連携方
策等について助言。（平成２１年度予算案に計上）

　〔これまでの取組み〕
「放課後子どもプラン」の取組状況や実施状況上の課題等
について把握するため、文部科学省と厚生労働省とが合同
で地方自治体に対して調査を行い、その結果について平成
２０年６月に公表したところ。同調査の結果では、事務手続
きにおいては「特になし」と回答した自治体が全体の５６％
を占め、また、事業の実施上の課題においても「現行どおり
でよい」が３５％と最も多くなっており、現段階では現行どお
りの事業実施方法による推進を望む声が多いものと認識し
ている。一方で、事務手続きとして「国の補助金が別である
ため庁内の調整・手続が煩雑」（１６％）といった意見や、実
施上でも「両事業の一本化が必要」（２７％）といった意見も
寄せられているところ。
　〔今後の予定〕
文部科学省及び厚生労働省としては、調査の結果も踏まえ
つつ、地方がより使いやすい事業となり、サービスを受ける
子どもにとってより良いものとなるよう検討を進めたい。
（厚生労働省・文部科学省）

〔同左〕【幼保一元化・子ども】
○文部科学省の「放課後子ども教室推進事
業」と厚生労働省の「放課後児童健全育成
事業」について、両事業の統合も含めたさら
なる一本化の方向で改善方策を検討し、平
成２１年度から実施する。



【医療・医療保険】
　基準病床数に関し、国が定める標準に加
え都道府県が地域の事情に応じ独自に加
減算できるように、算定方法の見直し及び
厚生労働大臣の同意の廃止について検討
し、各都道府県の次期医療計画の策定時
期（注）にあわせ、平成23 年度までに結論
を得る。
（注）平成18 年の改正医療法に基づき、平
成20 年４月から大部分の都道府県におい
て新しい医療計画が実施されており、次期
計画の策定時期はおおむね５年後と見込ま
れる。

〔同左〕 　〔これまでの取組み〕
都道府県が、病床過剰地域であっても特例として増床を認
めることのできる病床の種類について、小児医療や緩和ケ
ア等がんに関する医療等に加え、20 年４月には周産期医
療に係る病床等の範囲を拡大した。
　〔今後の予定〕
基準病床数のあり方について、有識者や関係者の意見聴
取などを行い、平成23 年度までに結論を得るべく、検討す
る。
（厚生労働省）

× 全国知事会 （ｃ）

〔取組み状況〕

（２３年度までに結論。まだ具体的計画は未公表）

福祉

【医療・医療保険】
　「高齢者の医療の確保に関する法律」に
おいて、医療の効率的な提供の推進に関し
都道府県は診療報酬に関する意見を提出
することができることとされている（注）。こ
の意見を的確に反映し得る仕組みについ
て、都道府県の意向も踏まえながら検討
し、平成22 年度中に結論を得る。（注）同法
により、都道府県は都道府県医療費適正化
計画を作成した年度（平成20 年度が初年
度）の翌々年度において行う計画の進捗状
況に関する評価の結果を踏まえ、意見を提
出することができるとされている。

〔同左〕 　〔これまでの取組み〕
都道府県から提出していただいた意見に配慮した診療報酬
を設定するためには、具体的にどのような時期に、どのよう
な様式で意見を提出していただき、どのような方法で検討を
行うのが適当であるかなどについて、事務的に検討中であ
る。
　〔今後の予定〕
今後も引き続き、都道府県からの診療報酬に関する意見を
的確に反映し得る仕組みについての検討を行う。
（厚生労働省）

福祉

【医療・医療保険】
　 国民健康保険の運営に関し、保険財政
の安定化や保険料の平準化の観点から、
都道府県の権限と責任の強化とともに、都
道府県単位による広域化の推進等につい
て検討し、平成21 年度中（注）に結論を得
る。
（注）平成21 年度までの措置として「国民健
康保険制度の財政基盤の強化について」
が、総務・財務・厚生労働の３大臣により合
意されている（平成17 年12 月18 日）。

〔同左〕 　〔これまでの取組み〕
麻生総理の所信表明演説において、長寿医療制度につい
て今後一年間をかけて見直しの議論を行うこととされたとこ
ろであり、「高齢者医療制度に関する検討会」において国民
健康保険の保険者のあり方も含めて検討が行われている
ところ。
　〔今後の予定〕
上記検討会における議論も踏まえ、平成21 年度までの措
置である「国民健康保険制度の財政基盤の強化について」
と同様に保険財政の安定を図るべく、新たな３大臣合意に
向けて検討を進めていく予定。
（厚生労働省）

〔取組み状況〕

・平成２１年３月１７日までの間、計７回の検討会を実
施。「保険料の算定・支払方法」や「運営主体（広域連
合）」等に関する議論が行われてきたところである。
・平成２１年４月３日に「与党高齢者制度に関するＰＴ」
による「高齢者医療制度に関する基本的考え方」が出さ
れ、今後の見直しについて方針が示されたところであ
る。

福祉

【生活保護】
　 国と地方の協議の場を早期に立ち上げ、
地方自治体が主体となった自立支援の取
組みの推進や医療扶助のあり方など生活
保護の制度全般について、国が責任を持つ
べき部分と地方が責任を持つべき部分との
役割分担を踏まえた総合的な検討に着手
し、平成20 年度中を目途に制度改正の方
向性を得る。

〔同左〕 〔これまでの取組み〕
本年11 月４日に厚生労働大臣が全国知事会及び全国市
長会の代表者と協議を行ったところ。
〔今後の予定〕
今後は、平成21 年３月までの間、①自立支援、②医療扶
助、③濫給防止対策及び漏給防止対策の３つを柱として検
討を進める予定。
（厚生労働省）

〔取組み状況〕

・平成２０年１１月から「生活保護制度に関する国と地方
の協議」を開催し、左記の①～③の在り方を中心に検
討を進め、平成２１年３月２３日に厚生労働大臣と全国
知事会及び全国市長会の代表者でとりまとめを行い、
制度改正の方向性を得たところである。

福祉



〔保育所の施設設備に関する取組み状況〕

平成２１年３月２５日第７８回政府委員会にてヒアリング
を実施、「機能面に着目した保育所の環境・空間に係る
研究事業・調査研究委員会」の報告の主な内容は以下
のとおり。（厚労省提出資料より）

１．今回の研究事業における保育所の施設設備等に係
る基準の考え方について
①保育所保育指針に基づく保育ができるような保育環
境を整えられること。
②人が作業をする際に、無理なく動くために必要となる
空間領域「動作空間」と、動作空間からなる、あるまと
まった生活行為ができる空間領域「単位空間」という建
築設計の考え方を採用する。
③食事の場と午睡の場を分ける「食寝分離」的な考え
方を基本とする。

２．今回の研究事業における保育所の施設設備等に係
る基準の構成について
・保育の質の更なる向上に向けて、保育所の各機能に
応じた定性的基準をガイドライン等で定める。

３．今回の研究事業における保育所に係る面積基準の
考え方について
①保育所は主として、「遊び→食事→午睡→遊び」とい
う一日の流れで活動がおこなわれる。面積を算定する
に当たっては、２歳未満児、２歳以上児のそれぞれ保育
の特徴を踏まえる必要がある。
②「食寝分離」や「単位空間」の考え方に基づき科学的・
実証的に検証した結果、以下の面積を算出。
・２歳未満児→4.11㎡/人　　２歳以上児→2.43㎡/人

４．現在の最低基準の評価について
・現在の最低基準については、６０年近く運用されたも
のであり、保育を行うことが全く不可能というほどまでの
状況は見られなかったが、「食寝分離」など様々な課題
があり、現行の最低基準以上であることが必要。

５．今回の研究事業における保育所に係る面積基準等
の扱いについて
・現在の保育所の収容能力や、国・地方自治体の財政
状況などその他の事情を含め総合的に勘案しつつ、国
においても議論を行い、現在の最低基準とともに、その
最終的な取扱いを決めるべきである。

〔老人福祉施設の施設設備に関する取組み状況〕

平成２１年３月１３日に政府委員会ワーキンググループ
ヒアリングにおいて、老人福祉施設の施設設備等に係
る基準の見直しに関するヒアリングを実施。その後、平
成２１年３月２７日に、厚労省より特養等の施設設備に
係る基準について、全国知事会からのヒアリングを行い
たい旨の連絡があり、平成２１年４月２３日に８自治体
からヒアリングを行う。今後これら自治体からの意見等
を踏まえながら引き続き検討を進め、５月末頃社会保
障審議会に諮り、秋頃までに結論を得る予定。

【福祉施設の最低基準等】
　保育所や老人福祉施設等についての施
設設備に関する基準については、全国一律
の最低基準という位置付けを見直し、国は
標準を示すにとどめ、具体的な基準は地方
自治体が地域ごとに条例により独自に決定
し得ることとする。

全国知事会
全国市長会

×

〔これまでの取組み〕
・ 保育所については、本年７月に建築設計の専門家、自治
体関係者、保育所経営者等による「機能面に着目した保育
所の環境・空間に係る研究事業」の研究会を発足させたと
ころ。
・ 老人福祉施設については、第１次要綱を受け、地方公共
団体が創意工夫を生かせるような方策につき、高齢者の生
活の一定の質を確保できるか否かという点に留意しつつ、
現在省内において検討を進めているところ。
〔今後の予定〕
・ 保育所については、上記研究会の結果を踏まえ、計画の
策定までに結論を得るべく、議論を進めていく。
・ 老人福祉施設については、自治体の御意見等も踏まえな
がら引き続き検討を進め、必要に応じ社会保障審議会等で
も御議論いただいた上で、計画の策定までに結論を得るこ
ととする。
（厚生労働省）

○ 保育所や老人福祉施設等につい
ての施設設備に関する基準について
は、保育の質や、高齢者の生活の一
定の質の確保のための方策を前提
としつつ、全国一律の最低基準とい
う位置付けを見直し、国は標準を示
すにとどめ地方公共団体が条例によ
り決定し得るなど、地方公共団体が
創意工夫を生かせるような方策を検
討し、計画の策定までに結論を得
る。

福祉(a)



　〔これまでの取組み〕
要綱（１次）に基づき検討を行っているところであるが、現時点
においてそれぞれ以下のような課題等があると考えられるとこ
ろであり、今後引き続き検討してまいりたい。
○養護老人ホーム等の設置認可及び認可施設からの報告徴
収・認可取消等の事務の適切な執行は、高齢者施設等の適切
な運営のために不可欠であり、これらの事務の不備は、施設
等を利用する高齢者の生活の安全と質に重大な問題を生じさ
せることになる。
○したがって、基礎自治体への事務事業の優先配分を検討す
るに当たっても、当該事務に関しては、各自治体の実情に応
じ、確実な事務執行が確保される場合にのみ移譲を行うことと
すべきであり、一律な権限移譲を行うことは適当でないと考え
ている。なお、地方自治法２５２条の１７の２の規定に基づき、
あらかじめ市長との協議を行った上で条例で定める場合には、
現在でも市の事務とすることが可能である。
○また、中核市はその圏域が都道府県の定める「老人福祉圏
域」にほぼ一致し、圏域内における複数市町村間の調整の必
要は少ないため、総量規制的な調整を図る仕組みを都道府県
に留保せずとも、都道府県の助言及び勧告のみで老人福祉圏
域内における整合的な施設整備の実現が可能である。
○しかし、中核市以外の市にあっては、他の複数の市町村と
共に一つの圏域を構成していることが一般的であるため、圏域
内における複数市町村間の実効的な調整が必要となるとこ
ろ、都道府県の総量規制的な調整なくして老人福祉圏域内に
おける整合的な施設整備の実現は困難であると考えている。
（厚生労働省）
○国、都道府県および市町村以外の者が保育所、児童館、助
産施設及び母子生活支援施設（以下「保育所等」という。）を設
置する場合、都道府県知事、指定都市市長、中核市市長また
は児童相談所設置市市長（以下「都道府県知事等」という。）の
認可を得る必要があるとされているところ。
これは、
①保育所等は市の圏域を越えて利用されるものであり、管

福祉

第１次勧告の第３章で委員会が示し
た＜基礎自治体への権限移譲の方
針＞を踏まえ、第１次勧告の別紙１
「基礎自治体への権限移譲を行うべ
き事務」に掲げた事務（第１次勧告の
第２章で掲げた基礎自治体への権
限移譲を含む。）について、都道府県
から市町村への権限移譲の検討及
びこれに伴う国、都道府県の関与の
在り方の見直しを行い、結論を得て
計画に盛り込むものとする。

【福祉施設の最低基準等】
　福祉施設の認可、指導監督等に係る事務
については、老人福祉施設並びに児童福
祉施設のうち保育所、児童館および認可外
保育施設に関するものは市に移譲する。あ
わせて、児童福祉施設のうち助産施設及び
母子生活支援施設に関するものは、特例
市に移譲する。



下の保育所等の分布状況や利用状況を踏まえ、広域的な観
点から認可を行う必要があること
②設置後の施設の運営について、財政上安定的であることが
必要であることから、かかる費用の一部を都道府県が負担して
いることから、都道府県知事等の認可を必要としたところであ
る。
○認可外保育施設については、適正な保育内容及び保育環
境を担保するため、届出義務を規定しているものであり、保育
所の設置認可や指導監督権限を持つ都道府県等が行うことが
適当である。
○助産施設は、妊産婦に対し安全で衛生的な出産を保障する
ため、児童福祉施設最低基準において、医療法に規定する病
院または助産所と定めているところ。そのため、医療法の規定
に基づいて運営する必要があり、医療法に基づく病院または
助産所の開設の許可等の権限有する都道府県知事、保健所
を設置する市の市長または特別区の区長が、児童福祉法に基
づく助産施設の設置の認可等の権限を有するべきである。し
たがって、特例市にまでこれらの権限を移譲することは適当で
はないと考えている。
○母子生活支援施設に関しては、入所者に占めるＤＶ被害者
の割合が増加している中で、ＤＶ被害者を加害者から安全に保
護し、その生活を支援するためには、従来にもまして広域的な
観点からの対応が求められている状況にあるが、さらなる権限
移譲を行うこととした場合、ＤＶ被害者等の広域的な入所ニー
ズを踏まえた対応が困難となり、必要なサービスが提供されな
い懸念があることから、さらなる権限移譲を行うことは適当で
はないと考える。
○なお、「報告徴収、質問及び立入検査」、「事業停止命令」及
び「認可取消」については、設置の認可の適正性を担保するた
めの業務なので、設置の認可の権限を持つ都道府県知事等
が行うことが適当である。また、認可外児童福祉施設と同様に
取り扱うべきものと考える。
（厚生労働省）

【福祉施設の最低基準等】
　指定介護保険事業者の指定・指導監督等
に関する事務については、市に移譲する。
この場合、指定については都道府県の同意
を要することとする。

第１次勧告の第３章で委員会が示し
た＜基礎自治体への権限移譲の方
針＞を踏まえ、第１次勧告の別紙１
「基礎自治体への権限移譲を行うべ
き事務」に掲げた事務（第１次勧告の
第２章で掲げた基礎自治体への権
限移譲を含む。）について、都道府県
から市町村への権限移譲の検討及
びこれに伴う国、都道府県の関与の
在り方の見直しを行い、結論を得て
計画に盛り込むものとする。

　〔これまでの取組み〕
○指定居宅サービス等の指定及び指定介護事業者からの
報告徴収・指定取消等の事務の適切な執行は、指定居宅
サービス等の適切な運営のために不可欠であり、これらの
事務の不備は、介護サービスを利用する高齢者の生活の
安全と質に重大な問題を生じさせることになる。
○したがって、基礎自治体への事務事業の優先配分を検
討するに当たっても、当該事務に関しては、各自治体の実
情に応じ、確実な事務執行が確保される場合にのみ移譲を
行うこととすべきであり、一律な権限移譲を行うことは適当
ではないと考えている。
　なお、地方自治法第２５２条の１７の２の規定に基づき、あ
らかじめ市長との協議を行った上で条例で定める場合に
は、現在でも市の事務とすることが可能である。
（厚生労働省）

福祉

福祉



【福祉施設の最低基準等】
　指定障害者福祉サービス事業者の指定・
指導監督等に関する事務については、中核
市に移譲する。この場合、指定については
都道府県の同意を要することとする。

第１次勧告の第３章で委員会が示し
た＜基礎自治体への権限移譲の方
針＞を踏まえ、第１次勧告の別紙１
「基礎自治体への権限移譲を行うべ
き事務」に掲げた事務（第１次勧告の
第２章で掲げた基礎自治体への権
限移譲を含む。）について、都道府県
から市町村への権限移譲の検討及
びこれに伴う国、都道府県の関与の
在り方の見直しを行い、結論を得て
計画に盛り込むものとする。

　〔これまでの取組み）
○障害者自立支援法制定（Ｈ１７）の際、以下の理由により都道府
県の事務としたものである。
①サービス事業者が障害者自立支援法における事業者指定と介
護保険制度における事業者指定を同時に受けることが想定され、
介護保険制度における事業者指定事務との整合性を確保し、実
施主体をあわせる必要があったこと。
②制定前、３障害によってサービスの実施主体が都道府県、市町
村に分かれていたが、障害者自立支援法により３障害を統一し、
市町村を実施主体とした一方、都道府県が事業所の指定、監査、
財源支援を行うという役割分担としたこと。
③指定都市、中核市の事業者のサービスを他の市町村の障害者
も利用することがあり、事業所指定の事務は県が統一的に行うこ
ととしたこと。
④都道府県障害福祉計画の策定主体との整合性を勘案し、広域
的な調整が行える都道府県において、指定障害福祉サービス事
業者等の指定等に係る事務を行うことが適当であること。

○上記を踏まえれば、権限移譲した場合には以下の問題が生じる
と考えられる。
①介護保険制度における事業者指定事務との整合性が取れない
こと。
②指定都市、中核市の事業所の指定や指定取消によって、他の
市町村の障害者に影響を及ぼすことになること。
③障害福祉計画に定めるサービス提供基盤の整備目標を達成す
るため、引続き都道府県の広域的な調整のもと、指定等の事務を
行うことが適当であること。

○また、上記の理由のほか、障害者自立支援法施行後まだ２年で
あるため、事務の定着をはかっている段階で事務指定を見直すこ
とは地域の混乱を招くことが考えられる。なお、現在においても都
道府県の判断により、地方自治法第２５２条の１７の２の規定に基
づき、市町村の事務とすることは可能である。
（厚生労働省）

福祉

【民生委員】
　民生委員の委嘱手続を簡略化する。その
具体的な方策について平成20 年度中に結
論を得る。

〔同左〕 〔これまでの取組み〕
現状把握等のため、以下の取組みを実施したところ。
・ 全指定都市及び中核市に、委嘱手続きの簡略化につい
て意見を聴取。
・ 一部の指定都市及び中核市を訪問し、委嘱手続きの簡
略化についてヒアリングを実施。
・ 民生委員、都道府県及び市町村の代表と、意見交換会を
実施。
〔今後の予定〕
上記取組みの結果等を踏まえ、年度内に結論を得るべく、
議論を進めていく。
（厚生労働省）

民生委員の委
嘱手続を簡略
化する。その
具体的な方策
について平成
２０年度中に
言結論を得
る。【一次勧告
関連事項】

〔取組み状況〕

民生委員の委嘱手続について、新分権一括法の中で
民生委員法を改正し、以下のように簡略化を図る予定。
（出先機関改革に係る工程表）
・都道府県等に設置される地方社会福祉審議会への意
見聴取について、都道府県知事等の裁量により、特に
必要な場合のみ行うことを可能とする。
・市町村に設置される民生委員推薦会について、設置
要件等を緩和することにより、地域の実情に応じた審査
を可能とする。
さらに、運用面についても、委嘱手続きに関する通知の
見直しを行うことで、簡略化を図る予定である。

福祉

【保健所・児童相談所】
　都道府県と市との協議が整った場合には
速やかに指定を行うなど、保健所設置市の
政令による指定手続等を見直すこととす
る。

〔同左〕 〔これまでの取組み〕
保健所設置市の基本的な考え方等について、「地域保健法
第５条第１項に規定する「その他の政令で定める市」への移
行手続について（平成20 年８月29 日健総発第0829001
号）」において、地方自治体に周知しているところ。
〔今後の予定〕
国の政令指定手続きについては、都道府県と市との協議の
結果を最大限尊重し対応していく。
（厚生労働省）

〔取組み状況〕

平成２０年１１月２１日に左記通知を入手、内容を確認し
たところ、人口３０万人以下でも指定を受けている例が
あること、また指定事務に３～４ヵ月かかるので移行日
の１０ヵ月前までに申請すること等、指定手続きに一定
の改善は見られる。 福祉



【保健所・児童相談所】
　広域連合等の共同処理方式による設置を
可能とする方向で検討し、平成20 年度中に
結論を得る。

〔同左〕 〔これまでの取組み〕
保健所で行っている事務を規定する法律を所管する部署へ
の意見照会やヒアリング等を行い、広域連合等の共同処理
方式による設置を可能とする方向で検討を進めているとこ
ろ。
〔今後の予定〕
関係部署との調整を進め、平成20 年度中に結論を得る。
（厚生労働省）

平成２１年３月３１日健総発第0331005号「共同処理方
式による保健所の設置について」において、共同処理
方式にかかる一般的な留意点が示された。

福祉

【保健所・児童相談所】
　保健所長の資格要件については、公衆衛
生行政への精通度合いや、健康危機管理
への対応能力という観点も踏まえつつ要件
の緩和の方向で見直し、平成20 年度中に
結論を得る。

〔同左〕 〔これまでの取組み〕
関係機関等との調整を行いながら、要件緩和の方向での
見直しに向けた検討を進めているところ。
〔今後の予定〕
関係機関等との調整を進め、平成20 年度中に結論を得
る。
（厚生労働省）

× 全国知事会 (a)

平成２１年３月３１日健総発第0331041号「地域保健法
施行令第４条に定める保健所長の資格について」にお
いて、医師以外の職員を所長に充てることのできる期
間等について、要件緩和が示された。 福祉

【保健所・児童相談所】
　都道府県と市との協議が整った場合には
速やかに指定を行うなど、児童相談所設置
市の政令による指定手続等を見直すことと
する。

〔同左〕 〔これまでの取組み〕
児童相談所設置市の基本的な考え方等について、「児童相
談所を設置する市について（平成20 年８月29 日雇児総発
第0829001 号）」において、地方自治体に周知しているとこ
ろ。
〔今後の予定〕
国の政令指定手続きについては、都道府県と市との協議の
結果を最大限尊重し対応していく。
（厚生労働省）

〔取組み状況〕

平成２０年１１月２１日に左記通知を入手、内容を確認し
たところ、希望市と都道府県が十分な協議が行われて
いると確認した場合は、国は速やかに指定する、と記さ
れている。
※ただし、指定を受けるための具体的な要件について
は記されておらず、改善の余地あり。

福祉



メルクマー
ル該当

地方要望

重点項目
（ａ）設置基準
（ｂ）協議等

（ｃ）計画策定

【環境】
　大気汚染防止法及びダイオキシン類対
策特別措置法 について、総量削減計画
策定に係る環境大臣との同意を要する
協議については同意を廃止する。

〔同左〕

〔これまでの取組み〕
特になし。

〔今後の予定〕
同意の廃止については、制度改正を
予定。

×
同意・協議の
廃止
全国知事会

（b） 環境

【環境】
　大気汚染防止法及びダイオキシン類対
策特別措置法 について、施設の設置届
出の受理、汚染状況の常時監視等の都
道府県の規制事務を特例市に移譲す
る。

第１次勧告の第３章で委員会が示し
た「基礎自治体への権限移譲の方
針」を踏まえ、第１次勧告の別紙１
「基礎自治体への権限移譲を行うべ
き事務」に掲げた事務（第１次勧告の
第２章で掲げた基礎自治体への権
限移譲の事務を含む。）について、
都道府県から市町村への権限移譲
の検討及びこれに伴う国、都道府県
の関与の在り方の見直しを行い、結
論を得て計画に盛り込むものとす
る。

〔これまでの取組み〕
第１次勧告の「基礎自治体への権限
移譲の方針」を踏まえ、関係地方公
共団体に対して調査を行い、適切な
権限委譲の実施方法について検討
を行うこととしている。

環境

【環境】
　循環型社会形成推進地域計画作成に
あたっての協議会の設置の義務付けを
廃止するとともに、交付手続を簡素化す
る。これらの措置を平成21 年度から実施
する。

〔同左〕

〔これまでの取組み〕
都道府県・市町村に対しては制度改
正を行う旨の通知をしたところであ
り、改正のための関係通知等の見直
し作業を行っているところ。

〔今後の予定〕
平成21 年度より改善改正を実施で
きるよう関係通知等の改正を行う。

循環型社会形成推進
地域計画作成にあ
たっての協議会の設
置の義務付けを廃止
するとともに、交付手
続を簡素化する。こ
れら
の措置を平成２１年
度から実施する。

   都道府県・市町村に対して、以下の措
置をする旨通知済（平成２１年１月２７日
付施行）
①都道府県及び環境省と意見交換を行
うための協議会設置義務付けの廃止
〔H21.1.27付通知：循環型社会形成推進
交付金交付要綱の取扱いについて〕
②市町村の作成する一般廃棄物処理計
画に施設の具体的な立地計画が位置付
けられている場合には、一般廃棄物処理
計画をもって循環型社会形成推進地域
計画に代えることができるとする交付手
続の簡素化
〔H21.1.27付通知：循環型社会形成推進
交付金交付要綱について〕

環境
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メルクマー
ル該当

地方要望

重点項目
（ａ）設置基準
（ｂ）協議等
（ｃ）計画策定

【労働】
　独立行政法人雇用・能力開発機構のあ
り方の検討にあわせて、離職者訓練事業
の民間への委託訓練に関し、現在の実
施状況を踏まえ、同機構と都道府県の役
割分担の考え方を明確にした上で都道
府県への移譲について検討し、平成２０
年中に結論を得る。

（同左）

〔これまでの取組み〕
　独立行政法人整理合理化計画（平
成１９年１２月２４日閣議決定）を受
けて雇用・能力開発機構のあり方を
検討するため、厚生労働省において
「雇用・能力開発機構のあり方検討
会（座長：庄山悦彦日立製作所取締
役会長）を開催しているところであ
る。
　検討会においては、第５回検討会
（７月２２日）において中間整理を行
い、これを踏まえ、第６回検討会（９
月１６日）において論点整理を行うと
ともに、今後の検討方針について委
員間の合意が得られたところであ
る。

〔今後の予定）〕
　検討会において、機構のあり方の
検討にあわせて検討を行い、その結
果を踏まえて、平成２０年中に結論
を得る。

「雇用・能力開発機構の廃止について」
（平成２０年１２月２４日閣議決定）
　独立行政法人雇用・能力開発機構は廃
止し（平成２２年度末までを目途に法制上
の措置を講じる）、①職業能力開発業務
は、独立行政法人高齢・障害者雇用支援
機構に移管、②その他業務は、廃止又は
独立行政法人勤労者退職金共済機構等
へ移管
　職業能力開発促進センター（ポリテクセ
ンター）、職業能力開発大学校・短期大
学校（ポリテクカレッジ）は、移管希望する
都道府県へ移管
　民間等への委託訓練のうち、定型化し
ているもの等は、都道府県へ移管

「ポリテクセンター、ポリテクカレッジに係
るヒアリングのお願い」（平成２１年３月３
０日付け）
　厚生労働省職業能力開発局長から各
都道府県知事あて、ポリテクセンター、ポ
リテクカレッジの移管希望の有無、その
際の条件等について把握するためのヒア
リング実施及びその調書の作成依頼

産業
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メルクマー
ル該当

地方要望

重点項目
（ａ）設置基準
（ｂ）協議等

（ｃ）計画策定

【土地利用（開発・保全）】(農地）
　将来にわたって国民の食料を安定的に
供給するため、平成20 年度内に予定さ
れている農業振興地域制度及び農地制
度の改革において、農地及び優良農地
の総量を確保する新たな仕組みを構築し
たうえで、次のとおり見直すこととする。
・ 農地転用に係る国の許可権限を都道
府県に移譲するとともに、国との協議を
廃止する。
・ 都道府県の許可権限（権利移動及び２
ha 以下の転用）を市に移譲する。
・ 都道府県が定める農業振興地域整備
基本方針に係る国との同意を要する協
議については、同意を廃止する。

○平成20 年秋に予定されている農
業振興地域及び農地制度の改革に
当たって、農地転用許可制度や都道
府県と国との協議の在り方について
は、制度のこれまでの運用状況を検
証し国と地方の役割分担を明確にし
つつ、国民への食料の安定供給の
確保を旨とし、農地の保全確保を図
るための国と地方公共団体との合意
形成プロセスの整備を含めて、第１
次勧告の方向により検討を行う。

〔これまでの取組み〕
地方分権改革推進要綱に基づき農
地転用許可制度の運用状況を検証
するため、農地転用許可事務につい
ての実態調査を実施したところ、都
道府県等が処理した事案の１割強に
疑義が見受けられた。
11 月４日に上記の調査結果を公
表。

〔今後の予定〕
上記調査結果を踏まえ、農業振興地
域制度及び農地転用許可制度の見
直し案について検討を行い、年内に
成案を得る。

×

（農業振興
地域整備
基本方針）

大臣協議
　全国知事会

知事協議
　全国市長会

（ｂ）

次期通常国会に提出
予定の農地政策関連
法案において農地の
総量を確保する新た
な仕組みを構築した
上で、農地確保施策
の実施状況を踏ま
え、第１次勧告で示さ
れた農地転用許可権
限等の移譲など、国
と地方の役割分担の
見直しを行う。

〔第77回委員会（21.3.4）農水省資料及び
審議内容〕
　第１７１回通常国会に提出した農地法
等の一部を改正する法律案により、２ha
以下の農地転用の知事許可について農
水大臣の是正要求の規定が創設され、
また都道府県農業振興地域整備基本方
針に基づく農用地面積の確保について達
成状況が著しく不十分な都道府県知事に
対する是正要求の規定が創設された。
　全国知事会が提案し、地方分権改革推
進委員会が勧告した農地転用の権限移
譲等については、改正法施行後５年を目
途として検討を加える事項とされ、事実
上先送りされた。

  〔衆議院農林水産委員会において改正
   法案可決（21.4.30））〕

産業

【土地利用（開発・保全）】（森林）
　喫緊の課題となっている地球温暖化対
策のため、国家的な見地から森林資源を
確保するための措置を講ずるなどにより
森林の荒廃に対処しつつ、次のとおり見
直すこととする。
・ 保安林に係る国の指定・解除権限を都
道府県に移譲するとともに、国との協議
を廃止する。
・ 都道府県が定める地域森林計画の策
定・変更に係る国との同意を要する協議
については、同意を廃止する。

○ 地域森林計画については、京都
議定書の第１約束期間の初年度で
ある平成20年度における森林吸収
目標達成に向けた取組状況を踏ま
えて、同計画の改定期の改定に当た
り、国と都道府県との間で森林整備
に係るルールを明確にする協定が
締結された場合には同意と見なされ
るものとする。

〔これまでの取組み〕
森林整備に係るルールを明確にす
る協定の基本的枠組み等について
検討を実施。

〔今後の予定〕
地方分権改革推進要綱（第一次）に
従い、平成20 年度における森林吸
収目標達成に向けた取組状況を把
握した段階で、森林整備に係るルー
ルを明確にする協定の内容・手続き
について検討し、措置する予定。

×

（地域森林
計画）

全国知事会 （ｂ） 産業

【農業】
　選挙委員の選挙区等、農業委員会の
組織運営に係る規制について、地方自治
体のより弾力的な運用をはかる観点か
ら、必要な措置を講じる。

〔同左〕

〔これまでの取組み〕
全国市長会からの「第二期地方分権
改革に関する提言」（H19.10.3）の内
容も参考としつつ、検討を実施。

〔今後の予定〕
平成21 年度中までに必要な措置を
講じる予定。

×

（選挙区設
定）

全国市長会 ― 産業
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【農業】
　都道府県が行っている種畜検査の結果
が、当該都道府県のみならず都道府県
域外で通用するよう必要な措置を講じ
る。

〔同左〕

〔これまでの取組み〕
「家畜改良増殖制度の在り方に関す
る検討会」（生産局長主催）におい
て、受け入れ側の都道府県で想定さ
れる課題等も踏まえつつ、種畜検査
制度の見直しに係る検討を実施。

〔今後の予定〕
同検討会での検討及びとりまとめ等
を踏まえ、「新分権一括法案」等によ
り措置する方向で検討を進めていく
予定。

産業



メルクマー
ル該当

地方要望

重点項目
（ａ）設置基準
（ｂ）協議等
（ｃ）計画策定

【交通・観光】
　地域に関する観光施策として国が行う
支援は、国際競争力の高い魅力ある観
光地の形成のため、地域が行うことので
きない全国的視点に立った先端的な取
組みなどを基本とする。都道府県が定め
る外客来訪促進計画の策定・変更（税制
特例に関する事項等を除く。）に係る国と
の同意を要する協議を廃止し、通知とす
る。

〔同左〕

〔これまでの取組み〕
都道府県が定める外客来訪促進計
画の策定・変更（税制特例に関する
事項等を除く。）に係る国との同意を
要する協議を廃止し、通知とすること
について、所要の措置を講ずること
を検討中。

〔今後の予定〕
上記について引き続き検討中。

第4条第2
項
　ⅳｇ

第4条第6
項
　準用規定

全国知事会 産業
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メルクマー
ル該当

地方要望

重点項目
（ａ）設置基準
（ｂ）協議等

（ｃ）計画策定

【商工業】
　国の中小・ベンチャー企業育成施策
は、金融上、税制上の措置による事業環
境整備を基本とし、国が個別企業に対し
て行う直接支援は、地方が行うことので
きない全国レベルの先端的なモデル事
業など全国的視点に立った事業に限定
する。
 　独立行政法人中小企業基盤整備機構
の行うベンチャー育成事業についても同
様の視点から全国的視点に立った事業
に限定する。

〔同左〕

〔これまでの取組み〕
勧告を受けて、経済産業省及び中小
企業基盤整備機構が個別中小企業
に対して行う直接支援のうち、今後
は、自治体が自主的に支援を行うこ
とが望まれるスタートアップ支援事業
（実用化研究開発支援については経
済産業省が、事業化支援について
は中小企業基盤整備機構が実施）
等の事業については、今年度限りで
終了する方針で、平成21 年度予算
概算要求を行っているところ。

〔今後の予定〕
個別中小企業に対して行う直接支援
の見直しについては、２次勧告に向
け、さらに検討を進めているところ。

国の役割を、地方が
行うことのできない全
国レベルの先端的な
モデル事業など全国
的視点に立った事業
に限定する。
産業クラスターの「自
律的発展期」（2011年
～2020年）における
支援について、期間
の短縮を含め、国の
役割を縮小する。

国の役割を、地方が
行うことのできない全
国レベルの先端的な
モデル事業など全国
的視点に立った事業
に限定する観点か
ら、新連携、農商工
等連携推進法及び中
小企業地域資源活用
促進法に関する補助
金については、都道
府県との密接な連携
の下に執行できる仕
組みを構築するよう
に見直しを行う。

「出先機関改革に係る工程表」（平成21
年3月24日）
国の役割を、地方が行うことのできない
全国レベルの先端的なモデル事業など
全国的視点に立った事業に限定する。
産業クラスターの「自律的発展期（2011
～2020年）における支援について、期間
の短縮を含め、国の役割を縮小する。

国の役割を地方が行うことのできない全
国レベルの先端的なモデル事業など全
国的視点に立った事業に限定する観点
から、新連携、農商工等連携推進法及び
中小企業地域資源活用促進法に関する
補助金については、都道府県との密接な
連携の下に執行できる仕組みを構築する
ように見直しを行う。

　 スタートアップ支援事業（実用化研究
   開発支援については経済産業省が、
   事業課支援については中小企業基
   盤整備機構が実施）等の事業につい
   ては、平成20 年度限りで終了。

産業

【商工業】
　中小小売商業振興法の計画認定等の
権限を都道府県から市に移譲する

第１次勧告の第３章で委員会が示し
た「基礎自治体への権限移譲の方
針」を踏まえ、第１次勧告の別紙１
「基礎自治体への権限移譲を行うべ
き事務」に掲げた事務（第１次勧告
の第２章で掲げた基礎自治体への
権限移譲の事務を含む。）につい
て、都道府県から市町村への権限
移譲の検討及びこれに伴う国、都道
府県の関与の在り方の見直しを行
い、結論を得て計画に盛り込むもの
とする。

〔これまでの取組み〕
移譲は可能であるが、全市における
事務処理体制が十分に整備、確保
されることが前提になると考える。
また、事業者に手続面で過剰な負担
がかかったり、複数の市に事業所が
所在する場合の取扱いに齟齬が生
じたりすることのないよう配慮が必要
である。

産業
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第１次勧告 第１次要綱

これまでの取組み状況及び今後の
予定

＜第66回　政府委員会資料（平成20
年11月19日）又は第68回　政府委員
会資料（同年12月2日）から転記＞
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【商工業】
　商工会議所の定款変更等に係る国の
権限について、規制緩和を含めて見直し
を行い、都道府県に移譲する。

〔同左〕

〔これまでの取組み〕
商工会議所サイドの意見を参考にし
つつ、規制緩和・権限移譲の内容に
ついて検討中。

〔今後の予定〕
適切な時期に方針を決定し、法改正
が必要な場合には、一括法等におい
て措置する予定。

商工会議所の定款変
更等に係る国の権限
について、規制緩和
を含めて見直しを行
い、都道府県に移譲
する。

産業
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産業

〔第78回委員会（21.3.25）地方分権改革
推進委員会事務局資料〕
○ 商工会及び商工会議所については、
地域活性化の観点から、今後一層の機
能強化を行うことが必要。具体的には、
①市町村の合併の進展に比して商工会
同士又は商工会議所同士の合併を加速
するとともに、商工会が人材の配置等の
面で都道府県連合会を中心とした運営を
強めるなど両団体がそれぞれ組織の改
革を進め、また②同一の市区域に両団
体が併存する場合には、両団体がさらに
効果的な支援を展開するため、両団体間
の事業連携を一層強めるべき。
○ 経済産業省としても、これらの両団体
による自己改革及び両団体間の事業連
携が円滑に行われるよう、地方自治体と
も緊密に意思疎通を行いつつ、両団体が
必要とする支援を行うこととする。
○ 上記結論の前提としては、次の状況
認識が極めて重要。
・ 疲弊・高齢化が深刻化する地方におい
ては、地域内の巡回機能を特色とする商
工会が、地域社会の保全等のため､その
特長を活かし､地域コミュニティ支援にも
取り組むことで自治体に貢献することが
重要。
・ 他方、住民・企業のニーズが多様化す
る都市部等においては、地域全体の振
興機能を特色とする商工会議所が、まち
づくりなど地域全体で取り組む活動を推
進することが重要。
・ このように、両団体の役割の違いの度
合いが広がってきている中、新たな商工
団体制度を設けるなどによるのではなく、
むしろ両団体の特長を踏まえ、それぞれ
を機能強化することが必要。
○ なお、両団体は民間の自発的意思に
より組織されたものであり、本勧告に関し
ても、共同で検討会を設置して検討した
結果、平成２０年１２月に上記結論と同旨
の中間報告をとりまとめている。

〔同左〕

【商工業】
　商工会議所と商工会の一元化を含めた
新たな商工団体制度を設けるなど、地域
の商工団体のあり方について必要な検
討を行い、平成20 年度中に結論を得る。

〔これまでの取組み〕
・ 商工会議所、商工会はいずれも地
域の事業者により自主的に組織さ
れ、自治運営されている民間の団体
で、中小・小規模企業に対する支援
機関であり、それぞれの団体に求め
られる役割等を踏まえた活動を展開
しているところ。
・ したがって、経済産業省として勧告
内容に係る所要の検討を行うに当た
り、当事者たる商工会議所及び商工
会の見解をはじめとして、中小・小規
模企業を取り巻く経済環境や地域の
実情に応じてそれぞれの団体に求
められる役割等を十分に踏まえるこ
とが重要と認識。
・ 現在、商工会議所及び商工会が
共同して、地域中小企業の支援のあ
り方等に関する検討を進めており、
年内を目途に見解をまとめる予定と
承知している。

〔今後の予定〕
・ こうした検討結果を踏まえるなどし
た上で、経済産業省として今年度末
までに所要の検討を進め、結論を得
る予定。
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【公営住宅】
　公営住宅については、入居者資格要件
を緩和するとともに、整備基準について
国は標準を示すにとどめ、具体的な基準
は地方自治体が地域ごとに条例により独
自に決定し得ることとする。

○　公営住宅については、入居者資
格要件を緩和するとともに、整備基
準について国は標準を示すにとどめ
地方公共団体が条例により決定し得
るなど、地方公共団体が創意工夫を
生かせるような方策を平成２０年度
中に講じる。

〔これまでの取組み〕
・　第１次勧告及び地方分権改革推
進要綱（第一次）を踏まえ、関係部局
にて対応方針を検討。

〔今後の予定〕
・　平成２０年度中に措置予定。

×

整備基準
　全国知事会

入居者資格
　全国市長会

（ａ）

■政府員会においてヒアリング（Ｈ２１．
３．２６）
公営住宅等整備基準の一部を改正する
省令（平成２１年４月１日施行）
①公営住宅の床面積の基準緩和
　「１９㎡以上８０㎡以下」→「１９㎡以上」
②公営住宅に関する基準の特例
　住宅の性能・設備に関する基準につい
ては、地域の実情に照らして必要と認め
られる範囲内で事業主体の長が別に定
められるようにする。
　※　この場合、国の助成は地域住宅交
付金の提案事業による。
「地域対応活用の創設」（平成２１年２月
２７日通知）
　各地方公共団体が地域の実情を勘案
し、若年単身世帯、ＵＪＩターンにより地域
に居住しようとする者等に対して公営住
宅ストックの空家を弾力的に活用できる
よう措置する。

まちづくり

第２次勧告

左記以降の取組み状況及び検討結果 担当ＰＴ
義務づけ

義務づけ以外

■　第１次勧告のフォローアップについて

第１次勧告 第１次要綱

これまでの取組み状況及び今後の
予定

＜第66回　政府委員会資料（平成20
年11月19日）又は第68回　政府委員
会資料（同年12月2日）から転記＞
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【土地利用（開発・保全）】（都市計画）
　社会経済情勢の変化に対応し、地域の
実情に通じた地方自治体が自らの責任と
判断でまちづくりを進めていくことができ
るよう、次のとおり見直すこととする。
・ 都道府県による都市計画決定にあたっ
て、「都市計画区域の整備、開発及び保
全の方針」及び「区域区分」に係る国との
同意を要する協議については、同意を廃
止するとともに、特定区域（大都市等）の
みに課せられている国との同意を要する
協議を廃止する。
・ 市による都市計画決定にあたって、都
道府県との同意を要する協議について
は、同意を廃止する。
・ 指定都市の区域に係る「都市計画区域
の整備、開発及び保全の方針」及び「区
域区分」についての都道府県の決定権
限を指定都市に移譲する。

○　都市計画制度の抜本的な見直
しに当たっては、国の利害や都道府
県による広域の見地からの調整に
留意しつつ、地域の実情に通じた基
礎自治体が自らの責任と判断で都
市計画決定を行うとの観点から、三
大都市圏等の都市計画に関する都
道府県の国への協議・同意を始めと
する各種の国への協議・同意の廃
止・縮小、都道府県から市町村への
権限移譲等を進める方向で検討を
行い、平成21 年度を目途に実施す
る。

〔これまでの取組み〕
・ 地方分権改革推進要綱（第１次）を
踏まえ、都市計画制度の抜本的な
見直しに向けた検討を行っていると
ころ。

〔今後の予定〕
・ 引き続き、地方分権改革推進要綱
（第１次）を踏まえて、検討を進める。

×

大臣協議
　全国知事会

知事協議
　全国知事会
　全国市長会

(b) まちづくり
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【道路】
　直轄国道については、主に地域内交通
を分担する道路は都道府県が担い、それ
を補完して国は全国的な交通ネットワー
クの形成をはかることを基本として、上記
の要件の（2）及び(3)を見直す。
当面、これらの要件について、①同一都
府県内に起終点がある区間、②バイパス
の現道区間、③その一部が都府県等管
理となっ
ている路線の区間、④「都道府県庁所在
地その他政治上、経済上又は文化上特
に重要な都市」（道路法施行規則第１条
の２）の基準を厳格に適用し、原則都道
府県庁所在地及び人口おおむね30 万人
以上の市を基本とすることにより対象外
となる区間、の４種類の区間に該当する
ものについては、従前と同様の管理水準
を維持するため財源等に関して必要な措
置を講じたうえで、一般国道の位置付け
を変えずに、原則として都道府県に移管
する。
個別の対象道路については、地方自治
体との調整を行った上で、第２次勧告ま
でに具体案を得る。

○　一般国道の直轄区間について
は、主に地域内交通を分担する道路
は都道府県が担い、国は全国的な
ネットワークの形成を図ることを基本
として、第１次勧告の方向に沿って、
指定を見直し、原則として都道府県
に移管する。個別の対象道路につい
ては、関係地方公共団体と調整を
行った上で、第２次勧告までに具体
案を得る。

〔これまでの取組み〕
・ ６月20 日に、全国知事会等へ「直
轄国道、一級河川の見直しの具体
的な方向」に係る意見照会を行い、
続いて、全国知事会からの資料要求
への対応、モデルケースを通じた協
議を行った。
・ ９月17 日に、道路・河川の権限移
譲に伴う財源措置等の基本的な考
え方（「道路・河川の権限移譲につい
て」）を総務省及び国土交通省から
全国知事会に対して提示した。
・ 10 月３日より関係都道府県等との
個別協議を開始し、個別の移管対象
道路の具体案を得るべく検討を進め
ている。

〔今後の予定〕
・ 個別協議の中で関係都道府県等
の意見をよく伺った上で、第２次勧告
までに個別の移管対象道路の具体
案を得るよう最大限に努力する。

第１次勧告で提言を
行った直轄国道の地
方への移管につい
て、人口３０万人未満
の都市を連絡する区
間を含め、関係都道
府県との個別協議を
進め、早急に結論を
得る。
なお、上記のほか、
整備が慨成した直轄
国道をはじめ、都道
府県から要望があっ
た区間についても、
地方への移管に係る
個別協議の対象とす
るものとする。

■各地方整備局と各都道府県との個別
協議を継続中。
（分権推進特別委員長より各知事あてに
アンケート実施するなど、個別協議を促
進。）

■政府委員会の場において、国交省から
個別協議の進捗状況について説明（Ｈ２
１．４．２）

H21.3末時点で
（１）移管する方向で今後更に調整を進め
ていくもの　⇒８０路線　２，５２１ｋｍ
（２）移管の可能性について引き続き協議
するもの　　⇒６１路線　４，３８５ｋｍ
合計　１２３路線　６，９０６ｋｍ

まちづくり

【道路】
　町村について、その道路管理の状況等
も踏まえ、都道府県道の管理を行うこと
ができるようにする。

同左

〔これまでの取組み〕
・ 具体的な措置内容等について検
討を行っているところ。

〔今後の予定〕
・ 町村における道路管理の状況等も
踏まえ、町村による都道府県道の管
理のあり方について、引き続き検討
を行い、地方分権改革推進計画にお
いて、具体的な措置内容等を明らか
にする。

まちづくり
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【道路】
　都道府県道の認定、変更及び廃止に
係る国との協議を廃止する。その際、道
路のネットワークとしての機能確保のた
めに必要な調整の仕組みを検討する。

同左

〔これまでの取組み〕
・ 具体的な措置内容等について検
討を行っているところ。
〔今後の予定〕
・ 都道府県道の認定、変更及び廃
止に係る国との協議を廃止するに際
して、道路のネットワークとしての機
能確保のために必要な調整の仕組
みについて、引き続き検討を行い、
地方分権改革推進計画において、
具体的な措置内容等を明らかにす
る。

× 全国知事会 (b) まちづくり

【河川】
　一の都道府県内で完結する一級水系
内の一級河川の直轄区間については、
従前と同様の管理水準を維持するため
財源等に関して必要な措置を講じたうえ
で、一級河川の位置付けを変えずに、原
則として都道府県に移管する。
　その際、①氾濫した場合に流域に甚大
な被害が想定される水系、②広域的な水
利用や電力供給のある、または全国的
に価値の高い環境を保全すべき水系、③
急流河川等の河川管理に高度な技術力
が必要となる水系であっても、国が管理
する場合を極力限定する。個別の対象河
川については地方自治体と調整を行った
上で、第２次勧告までに具体案を得る。
　なお、地方自治体がおおむね一の都道
府県内で完結するものとして移管を要望
する一級水系についても、同様の見直し
を行うこととする。

○　一級河川の直轄区間について
は、第１次勧告の方向に沿って、引
き続き国が管理する必要がある場合
を除き、原則として一の都道府県内
で完結する水系内の河川を都道府
県に移管する。個別の対象河川につ
いては、関係地方公共団体と調整を
行った上で、第２次勧告までに具体
案を得る。

〔これまでの取組み〕
・　６月20 日に、全国知事会等へ「直
轄国道、一級河川の見直しの具体
的な方向」に係る意見照会を行い、
続いて、全国知事会からの資料要求
への対応、モデルケースを通じた協
議を行った。
・　９月17 日に、道路・河川の権限移
譲に伴う財源措置等の基本的な考
え方（「道路・河川の権限移譲につい
て」）を総務省及び国土交通省から
全国知事会に対して提示した。
・　10 月３日より関係都道府県との
個別協議を開始し、個別の移管対象
河川の具体案を得るべく検討を進め
ている。

〔今後の予定〕
・　個別協議の中で関係都道府県の
意見をよく伺った上で、第２次勧告ま
でに個別の移管対象河川の具体案
を得るよう最大限に努力する。

第１次勧告で提言を
行った一級河川の地
方への移管につい
て、関係都道府県と
の個別協議の対象を
できるだけ広げて協
議をすすめ、早急に
結論を得る。

■各地方整備局と各都道府県との個別
協議を継続中。
（分権推進特別委員長より各知事あてに
アンケート実施するなど、個別協議を促
進。）

■政府委員会の場において、国交省から
個別協議の進捗状況について説明（Ｈ２
１．４．２）

H21.3末時点で
（１）移管する方向で今後更に調整を進め
ていくもの　⇒６水系
（２）移管の可能性について引き続き協議
するもの　　⇒２０水系
合計　２６水系

まちづくり



メルクマー
ル該当

地方要望

重点項目
（ａ）設置基準
（ｂ）協議等

（ｃ）計画策定

第２次勧告

左記以降の取組み状況及び検討結果 担当ＰＴ
義務づけ

義務づけ以外

■　第１次勧告のフォローアップについて

第１次勧告 第１次要綱

これまでの取組み状況及び今後の
予定

＜第66回　政府委員会資料（平成20
年11月19日）又は第68回　政府委員
会資料（同年12月2日）から転記＞

【河川】
　上記により地方自治体へ移管されるこ
ととなる一級水系内の一級河川につい
て、その流域の保安林に係る国の指定・
解除権限を都道府県に移譲するため、重
要流域の指定を見直すこととする。

○　保安林の指定・解除について
は、上記水系内の一級河川の全区
間の都道府県への移管に合わせて
重要流域の指定を外すことにより、
国による当該重要流域の保安林の
指定・解除の権限を都道府県に移譲
する。

〔これまでの取組み〕
　一級河川の移管の検討状況につ
いての情報収集等、保安林の権限
移譲に向けた準備を実施。

〔今後の予定〕
　一級河川の移管の具体的な対象
となる河川については、第２次勧告
までに具体案を得ることとされてお
り、当該水系内の一級河川の全区
間の都道府県への移管に合わせて
重要流域の指定を外すことにより、
国による当該重要流域の保安林の
指定・解除の権限を都道府県に移譲
する予定。

産業

【交通・観光】
　重要港湾の港湾管理者が定める港湾
計画に係る国の審査、公有水面埋立に
係る認可・協議等の国の関与を縮小する
方向で検討し、平成20 年度中に結論を
得る。

同左

〔これまでの取組み〕
【港湾計画関係】
　重要港湾に関する過去の港湾計
画の変更内容の分析を行い、国の
関与を縮小する方向で検討を行って
いる。
【公有水面の埋立関係】
　過去の埋立免許及び認可の実績、
埋立地の用途変更等の内容等の分
析を行い、国の関与を縮小する方向
で検討を行っている。

〔今後の予定〕
【港湾計画関係】
　港湾計画の変更に関し、国への提
出が必要となる範囲の見直し等、国
の関与を縮小する方向で具体的に
検討を行っていく。
【公有水面の埋立関係】
　認可対象範囲の見直し等、国の関
与を縮小する方向で具体的に検討
を行っていく。

× 全国知事会 (b)

＜第78回　政府委員会資料（平成21年3
月25日）から転記＞

【港湾計画関係】
　国の関与を縮小するための措置とし
て、重要港湾の港湾管理者が行う港湾
計画の変更に関し、変更した当該港湾計
画の国への提出が不要となる「軽易な変
更」の範囲の見直しを行う。

【公有水面の埋立関係】
　国の関与を縮小するための措置とし
て、公有水面埋立の免許に係る国の認
可対象範囲の見直しを行う。

まちづくり



メルクマー
ル該当

地方要望

重点項目
（ａ）設置基準
（ｂ）協議等

（ｃ）計画策定

【教育】
　県費負担教職員の人事権の移譲と給
与負担については、都道府県から中核市
に人事権を移譲するとともに、すでに人
事権が移譲されている政令指定都市と
中核市において人事権者と給与負担者
が一致する方向で検討し、平成20 年度
中に結論を得る。
　あわせて、現在都道府県の協議・同意
が必要とされている学級編制や都道府
県が定めている教職員定数についても
決定方法を見直す方向で検討し、平成20
年度中に結論を得る。

　県費負担教職員の人事権の移譲
と給与負担については、広域での人
事調整の仕組みにも留意した上で、
都道府県から中核市に人事権を移
譲するとともに、既に人事権が移譲
されている政令指定都市と中核市に
おいて人事権者と給与負担者が一
致する方向で検討し、小規模市町村
を含めた関係者の理解を得て、計画
の策定までに結論を得る。
　あわせて、現在都道府県の協議・
同意が必要とされている学級編制や
都道府県が定めている教職員定数
についても決定方法を見直す方向で
検討し、関係者の理解を得て、計画
の策定までに結論を得る。

〔これまでの取組み〕
　県費負担教職員の人事権等の在
り方については、本年４月に教育委
員会関係者や有識者等から構成さ
れる「県費負担教職員の人事権等
の在り方に関する協議会」を設置し、
検討を進めているところである。これ
まで本協議会において、人事権の在
り方については、広域での人事調整
に係る論点や、広域調整の仕組み
の例などについて議論を行ってい
る。
　また、給与負担の移譲について
は、人事権の移譲との関係や必要
な財源の在り方などについて議論を
行い、学級編制及び教職員定数に
ついては、人事権や給与負担の移
譲との関係や市町村教育委員会の
裁量を拡大する方策などについて議
論を行っているところである。

×

市町村立学校
県費負担教職
員に係る人事
権等の移譲
　全国知事会

義務教育諸学
校の学級編成
に対する関与
の廃止、教職
員定数権の市
への移譲
　全国市長会

(a)

「県費負担教職員の人事権等の在り方に
関する協議会」が第８回（h20.12.24）まで
開催されている。第８回協議会におい
て、これまでの主な意見と論点をまとめ
ている。
※議論のテーマについて
（人事権について）
○広域人事異動の仕組みについて
○採用のあり方について
○人事権を移譲する場合の範囲
○管理職、事務職員等の異動について
○移譲の対象とする事務の範囲につい
て（懲戒等の扱い）
（給与負担について）
○給与負担を移譲する場合の移譲先
○必要な財源の在り方
（学級編制や教職員定数について）
○人事権や給与負担の移譲との関係
○学級編制に関する権限の移譲と教職
員定数との関係
○学級編制に関する権限の移譲先

教育

〔今後の予定〕
　引き続き、小規模市町村を含めた
関係者の理解を得て、計画の策定ま
でに結論を得る予定である。

　なお、教職員定数の決定方法について
は、４月15日の政府委員会における文部
科学省に対する義務付け・枠付けの見直
しのヒアリングにおいて、公立義務教育
諸学校の学級編制及び教職員定数の標
準に関する法律の関係条項については
次の理由から存置すべきという意見が出
されている。
　（存置理由）
　これらの規定は、各都道府県ごとの教
職員定数の標準及びその算定に関し規
定したものであり、義務教育水準の維持
向上を図るために必要な規定である。
　なお、各都道府県ごとの教職員定数
は、本法に規定する数の合計を標準とし
て、各都道府県が条例で定めることとし
ている。
また、実際に各学校に教職員を配置する
にあたっては、教職員定数の範囲内で地
域や学校の実情等を踏まえながら、各都
道府県において弾力的に対応することが
可能となっている。

第１次勧告 第１次要綱

これまでの取組み状況及び今後の
予定

＜第66回　政府委員会資料（平成20
年11月19日）又は第68回　政府委員
会資料（同年12月2日）から転記＞

■　第１次勧告のフォローアップについて

第２次勧告

左記以降の取組み状況及び検討結果 担当ＰＴ
義務づけ

義務づけ以外



メルクマー
ル該当

地方要望

重点項目
（ａ）設置基準
（ｂ）協議等

（ｃ）計画策定

第１次勧告 第１次要綱

これまでの取組み状況及び今後の
予定

＜第66回　政府委員会資料（平成20
年11月19日）又は第68回　政府委員
会資料（同年12月2日）から転記＞

■　第１次勧告のフォローアップについて

第２次勧告

左記以降の取組み状況及び検討結果 担当ＰＴ
義務づけ

義務づけ以外

【教育】
　市町村立幼稚園の設置・廃止等につい
ての都道府県の認可を廃止し、届出制と
する。

（同左）

〔これまでの取組み〕
・ 地方公共団体に対する実態調査
を取りまとめたところ。
〔今後の予定〕
・ 本調査結果を踏まえ引き続き検討
を行う予定。（※）
（事務局・分権室補注：所管府省へ
の確認結果）計画に盛り込む予定

×

市町村立幼稚
園の設置及び
廃止について
届出制とする
　全国知事会

(b) 教育



 

メルクマー
ル該当

地方要望

重点項目
（ａ）設置基準
（ｂ）協議等

（ｃ）計画策定

【防災】
　災害時における自衛隊の派遣について
は、緊急時における速やかな情報伝達を
確保し、迅速な対応の確保に資するた
め、市町村長が、都道府県知事による防
衛大臣に対する災害派遣要請をするよう
求めた場合には、同時にその旨を防衛大
臣等に対して通知することができるよう、
必要な措置を講じる。

（同左）

〔これまでの取組み〕
内閣府及び防衛省において、第１次
勧告内容について検討した。

〔今後の予定〕
第一次勧告及び第一次要綱の趣旨
にって見直す方向で、対応して参り
たい。

災害その
他

【防災】
　都道府県地域防災計画の作成・修正に
係る国との協議を廃止し、報告とする。

（同左）

〔これまでの取組み〕
第一次勧告及び第一次要綱のとおり
改める方向で、関係省庁と調整済。

〔今後の予定〕
「新分権一括法案」での措置を予定
しており、改正時期については政府
全体の改正スケジュールに合わせる
予定。

×

都道府県地域
防災計画の作
成、修正に係
る協議
　全国知事会

(b)
災害その
他

第２次勧告

左記以降の取組み状況及び検討結果 担当ＰＴ
義務づけ

義務づけ以外

■　第１次勧告のフォローアップについて

第１次勧告 第１次要綱

これまでの取組み状況及び今後の
予定

＜第66回　政府委員会資料（平成20
年11月19日）又は第68回　政府委員
会資料（同年12月2日）から転記＞
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（ｃ）計画策定

第２次勧告

左記以降の取組み状況及び検討結果 担当ＰＴ
義務づけ

義務づけ以外

■　第１次勧告のフォローアップについて

第１次勧告 第１次要綱

これまでの取組み状況及び今後の
予定

＜第66回　政府委員会資料（平成20
年11月19日）又は第68回　政府委員
会資料（同年12月2日）から転記＞

【交通・観光】
　過疎地域等における自家用有償運送に
ついては、自家用有償運送の適切な普及
をはかる観点から、現行制度施行後の状
況を検証しつつ、登録の要件・手続や運
営協議会のあり方を見直し、必要な措置
を講じる。

（同左）

〔これまでの取組み〕
過疎地等の自家用有償運送を円滑
に実施するために制度施行後の状
況について、平成18 年12 月より自
家用有償旅客運送フォローアップ検
討会を開催（平成18 年12 月22 日、
平成19 年６月28 日、同年12 月21
日、平成20 年10 月６日）し、検討を
行っているところであるが、それに加
えて、平成20 年３月より同検討会に
ワーキンググループを設置し、より実
務的に検証を行い、制度のあり方に
ついて検討を行った。
　同ワーキンググループについて
は、毎月１回ずつ開催（３月24 日、４
月24 日、５月26 日、６月25 日、７月
25 日、８月22 日、９月25 日）し、参
加メンバーから制度見直しの提案が
あった事項について、順次、意見交
換を行いながら具体的な検証を進
め、10 月６日にそれまでの検討結果
について、第４回自家用有償旅客運
送フォローアップ検討会に報告したと
ころである。
　また、運営協議会のあり方等につ
いて検討を行うことを目的として、学
識経験者、自治体、ＮＰＯ、タクシー
事業者等の関係者からなる委員会を
設置し、第１回委員会を10 月21 日
に開催した。

自家用有償旅客運送
及び自動車運転代行
業に関する事務・権
限を都道府県に移譲
する。（個別出先機関
の事務・権限の見直
し）

災害その
他

〔今後の予定〕
　第４回自家用有償旅客運送フォ
ローアップ検討会に報告した登録の
要件を含めた現行制度において見直
しの方向で検討するとされた事項に
ついて、必要な事例の収集、通達の
発出の検討など、必要な措置の具体
化を進めるとともに、今後も引き続
き、必要な制度の見直しについて検
討を行う。
また、運営協議会のあり方等につい
ては、平成20 年度中に検討結果を
まとめる予定としている。




